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嬉野市嬉野老人福祉センター指定管理者管理業務仕様書 

 

 嬉野市嬉野老人福祉センターの指定管理者が行う業務の内容及びその範囲等は、この仕様

書による。 

 

１．趣旨 

本仕様書は、嬉野市老人福祉センター条例（平成１８年条例第１０３号。以下「条例」

という。）に基づく、嬉野老人福祉センターの指定管理者が行う業務の内容及び履行方法に

関し定めるものとする。 

 

２．基本的考え方 

指定管理者は、嬉野市嬉野老人福祉センターを管理するに当たり、次に掲げる項目に沿

ってその管理を行うこと。 

（１）嬉野市嬉野老人福祉センターは、高齢者に関する各種の相談に応ずるとともに、健

康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便宜を総合的に供与する施設と

して、その設置理念に基づき一体的、総合的な管理を行うこと。 

（２）条例を遵守し、公の施設として特定の利用者に対して、有利或いは不利になるよう

な取り扱いをせず公平であること。 

（３）利用機会の公平を図り、利用に係るサービスを低下させないこと。 

（３）効率的かつ効果的な管理を行うこと。 

（４）個人情報の適切な管理を行うこと。 

（５）社会福祉法をはじめ関連する法令、条例等の規定を遵守して、公の福祉の向上を図

るよう努めること。 

 

３．管理を行う施設の概要 

（１）名 称  嬉野市嬉野老人福祉センター 

（２）位 置  嬉野市嬉野町大字下宿丙２３９０番地２ 

（３）構 造  鉄筋コンクリート造り（１階部分）、機械室（地下１階部分） 

（４）面 積  ９７４．２９㎡ 

 

４．開館時間等 

（１）開館時間（条例第５条）  午前８時３０分から午後５時まで 

（２）休 館 日（条例第６条）  日曜日 

                 毎月第２及び第４土曜日 

     国民の祝日に関する法律に規定する休日      



８月１３日から８月１５日までの日 

          １２月２７日から翌年の１月４日までの日 

    ＊ただし、指定管理者は必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、

開館時間及び休館日を変更し、又は別に定めることができる。（条例第１３条第２

項関係） 

 

５．指定管理者が行う具体的な業務 

（１）施設の利用許可に関する業務 

   ①施設の利用許可 

   嬉野市老人福祉センター条例（平成１８年条例第１０３号）第７条（利用の許可）の

規定に基づき行うこと。 

（２）施設の運営に関する業務 

①受付・運営業務 

 ・利用料金収納、その他受付事務 

・趣味活動室、パソコン室、教養娯楽室の利用については、利用者が重複した場  

合、利用者の調整を図る。      

   ・利用にあたっては、公平性を図るため、地区別利用計画策定を行う。 

   ②利用者の送迎業務 

   地区別両計画に沿った利用者の送迎 

   ③浴室の巡回を頻繁に行う等、利用者の安全な利用に配慮する。 

   ④備品の管理業務 

   机、椅子、図書、その他備品等が位置に設置・収納されているか確認し、点検する。 

   ⑤施設の設置目的を達成するため、関連団体と連携して事業に取り組む。 

（高齢者の各種相談、健康増進、教養の向上等のための事業等） 

   ⑥建物内・敷地内の清掃業務 

   ・建物内及び敷地内を日常清掃する。（特に、トイレ・老人集会室・教養娯楽室・浴室・

露天風呂等に配慮する。敷地内の除草を含む） 

   ・建物内の定期清掃を行う。 

   ⑦感染症対策 

   感染予防を徹底し、利用者及び職員の健康を守るための対策を日ごろから心がける。 

また、必要に応じた利用者の制限（停止・閉館等）を図る。 

（３）施設及び設備の維持管理に関する業務 

   ①建物の保守管理業務、館内の整頓 

   館内の整理・整頓を心がけるとともに、建物内外の点検を行い、異常があれば嬉野市 

担当課へ報告を行う。 



     ②滅菌装置によるレジオネラ属菌対策及び残留塩素測定業務 

   ③温泉給湯配管の保守管理業務 

（原泉冷却水使用料の測定・温度測定・湯上げ量の測定を含む） 

④空調設備の操作、清掃業務（夏季及び冬季各１回） 

⑤庭園管理業務 

敷地内の植栽の剪定等を行う。 

⑥駐車場の管理業務 

     ⑦電気設備の保安・点検業務 

   ⑧消防設備保守点検業務 

   ⑩福祉センター浴場循環式配管及び濾過機洗浄・消毒を行う。（年１回） 

   ⑪建物内の保安警備業務（開館時間外の警備業務） 

   ⑫その他建物及び機械設備の操作・保守点検管理業務 

  ※ただし、⑤から⑪については、外部委託可 

（４）その他の管理業務 

  ①施設の総務・経理事務                              

施設の効果的な運営等を行うための総合管理や諸帳簿の経理処理を行う。 

     施設及び設備の維持管理に係る業務委託の契約業務 

 ②事務経費の執行、施設・設備の軽微な修繕業務 

   施設の管理・運営上必要な消耗品費、燃料費、光熱水費、通信運搬費、手数料、保険

料、使用料、賃貸料等の支払いを行う。 

   ※水道料及び下水道料は４月から１２月までの９か月分、プロパンガス代は４月から

１１月までの８か月分、電気代は４月から１０月までの７か月分を支払う。 

   ※施設及び備品の軽微な修繕（１件５０，０００円未満、消費税及び地方消費税を 

含む）以外の原形を変ずる修繕や施設改修は、嬉野市が行う。 

   ※利用者の施設や送迎上の事故に備え、総合補償保険に加入しなければならない。 

③事業計画書及び収支予算書の作成業務 

 各年度において、次年度の事業計画書（収支計画書を含む）を嬉野市が定める日 

までに提出する。 

④事業報告書の作成業務 

 半期毎及び年度終了後、嬉野市が定める日までに次の報告書を作成し、嬉野市に提出

する。 

ア．管理の実施状況報告書 

イ．利用状況報告書（年報及び月報、月報は毎月、嬉野市へ提出する。） 

ウ．利用に係る料金の収入の実績報告書 

エ．管理に係る経費の収支状況報告書 



オ．業務日誌 

⑤指定期間終了にあたっての引継業務 

 指定管理者は、次期指定管理者が指定された場合、円滑かつ支障なく運営ができるよ

う引継を行う。 

⑥その他施設を管理する上で必要な管理業務 

 

６．管理・運営体制 

（１）人員体制及び配置を予定しているスタッフの資格、経歴等 

（年齢、性別、経歴等を記載） 

（２）業務従事者 

  ①施設の管理・運営にあたっては、適切な人員配置を行うこと。 

  ②施設及び設備の維持管理業務については、一部を委託することができることとする。 

（例 機械設備保守点検等） 

・総括責任者 

  施設全体の総括責任者であることに配慮、ふさわしい人を配置する。 

・業務従事職員 

 施設の管理運営にあたり、利用者の対応、利用者の送迎等運営業務及び施設の維持

管理業務に従事するため、次の要件を全て満たす者とする。（非常勤職員可） 

      ア 年齢満１８歳以上の者 

イ 健康で業務遂行能力・体力を有する者 

ウ 協調性に富み、高齢者に対し尊敬の念を持って接することができる者 

※総括責任者は、業務従事職員を兼ねることができる。 

※施設の管理運営にあたっては、次の資格、免許等を有すること。 

 ・送迎業務（マイクロバス運転手）に従事する者は、中型自動車運転免許１種（8t

限定解除）以上の取得者（再委託不可） 

 ・甲種防火管理者（再委託不可） 

  ・ボイラー取扱技能講習修了者（再委託不可） 

 

７．その他業務 

（１）個人情報の取り扱い 

指定管理者及び管理の業務に従事している者は、嬉野市個人情報保護法施行条例（令和4年

条例第16号）の趣旨に従い、管理を行うにあたり保有する又は知り得た個人情報に関して、

適正な取り扱いの確保に努める。 

（２）情報公開 

指定管理者は、嬉野市情報公開条例（平成 26 年条例第 33 号）の趣旨を踏まえ、管理運営



業務を行うにあたって保有することとなった文書については、公開に努めるものする。 

 （３）市からの要請への協力 

市から、管理運営及び現状等に関する調査又は作業の指示等があった場合には、迅速、誠

実かつ積極的な対応を行うものとする。また、市が実施又は要請する事業への参加・支援・

協力・実施についても誠実かつ積極的に行うものとする。 

 （４）監査 

 ① 定期監査 

市は、指定管理者の管理運営業務の実施状況が、市の業務基準を満たし管理運営に係る基

本方針に沿ったサービスを提供できているかを確認するため、指定管理者から提供された

事業報告書及び管理運営月報等により定期監査を行うことができる。 

② 随時監査 

市又は監査委員が必要と認めるときは、事前に指定管理者に通知したうえで施設の維持管

理状況及び経理状況に関し報告を求め、実施について調査する随時監査を行うことができ

る。 

③ 監査に対する協力 

指定管理者は、市が定期監査又は随時監査を実施するにあたり、施設の管理運営及び施設

の現状等に関する資料作成及び実施調査等を求められた場合には、迅速かつ誠実な対応を

行うこと。 

（５）第三者への包括的委任の禁止 

① 指定管理者は、指定管理者業務の全部又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わ

せてはならない。ただし、設備等の保守管理、植栽管理、警備などの個別の具体的業務に

ついて、あらかじめ市の承諾を得た場合は、本業務の一部を第三者に委託し、又は請け負

わせることができるものとする。 

なお、委託を行う予定のある場合は、事業計画にその旨を記載すること。  

② 業務の委託を発注する際には、該当委託先が、業務を実施するために必要な官公署の免

許、許可、認定等を確認すること。また、作業報告書の提出について、契約書に明記する

こと。 

③ 履行確認を実施するにあたっては、作業報告書等により確認を行うこと。なお、日毎に

完結する業務（清掃等）については、月毎に作業報告書を提出させることとなどとし、指

定管理者は実施日ごとに履行確認を行うこと。 

（６）原状回復の義務 

指定管理者は、その指定の期間が終了したとき又は管理業務の全部若しくは一部の停止を

命ぜられたときは、その管理をしないこととなった施設及び設備を速やかに原状に回復し

なければならない。 

 



８．管理運営に要する費用 

（１）指定管理料 

①市が支払う指定管理料の金額及び支払方法については、年度ごとに提出された事業計画

書及び収支予算書に基づき、年度ごとに締結する協定書で定めることとする。 

②当該施設については、利用料金制を導入するため、市が支払う指定管理料のほか、施設

利用者が支払う利用料金や指定管理者自らが企画・実施する自主事業の収入等を、自らの

収入とすることができる。 

 （２）会計の独立 

指定管理者としての業務に係る会計については、他の会計と区分して経理し、別の会計帳

簿を設け、別の専用口座で管理すること。  

 （３）指定管理料の変更 

指定管理料については、指定管理料の算定基礎である当初収支計画に対し、燃料費や光熱

水費等管理運営に要した経費及び施設利用料収入に増減があった場合は、市と協議のうえ、

指定管理料を変更することができる。 

 

９．その他 

（１）リスク及び責任分担 

管理運営に必要な経費は、修繕費及び備品購入費以外の費用については、すべて指定管理者

の費用負担とする。 

管理運営に関するリスク及び責任分担の詳細については、協定を締結する際に定めるが、基

本方針は別紙「リスク分担表」のとおりとする。 

（２）業務不履行時の処理 

①改善の指示  

管理運営業務が業務基準を満たしていない場合又は利用者が施設を利用するうえで明らか

に利便性が損なわれている場合は、市は指定管理者に対して業務改善の指示を行うことが

できる。  

②業務の停止  

市は、指定管理者が市の指示に従わないときは、指定の取消し、又は期間を定めて管理業

務の全部若しくは一部の停止を命ずることができるものとする。  

（３）事業の継続が困難になった場合の措置 

①指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合は、市は指定の取

消し、又は期間を定めて管理業務の全部もしくは一部の停止を命ずることができるものと

する。この場合、市に生じた損害は指定管理者が賠償することとする。 

②指定管理者の責めに帰すことができない事由による場合 



   不可効力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により業務の継続が

困難となった場合は、事業継続の可否について協議するものとする。一定期間内に協議が

整わないときには、それぞれ事前に書面で通知することにより協定を解除し、又は期間を

定めて管理業務の全部もしくは一部の停止を命ずることができるものとする。 

（４）業務の引継ぎ 

①指定管理者は、協定発効までの間、指定管理にかかわる必要書類の作成、各種印刷物の

作成、業務の引継ぎ、必要な研修等を行うものとし、その経費負担は、原則として指定管

理者の負担とする。 

②指定管理者は、指定の期間が満了した場合、次期指定管理者に円滑かつ支障なく業務を

遂行できるよう、業務の引継ぎに協力するとともに、施設の管理運営に必要となる情報を

速やかに提供するものとする。なお、引継ぎにかかる費用については新旧の指定管理者の

負担とする。 

（５）疑義についての協議 

この仕様書に規定するもののほか、本仕様書等に記載のない事項は、市と協議すること。 

 

 

 


